
辰野町都市計画マスタープラン改訂
辰野町立地適正化計画
策定にあたって
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辰野町の将来推計人口
人口の推移と将来推計
・令和３年に国立社会保障・人口問題研究所が行った推計によると、令和2年国勢調査で
18,399人だった町の人口は、令和32年に11,179人まで減少することが予測されている。
・老年人口と生産年齢人口の比率は、令和32年で1：0.96と予測され、1人の高齢者を0.96
人で支えることになる。

2

本格化する人口減少や少子高齢化に対応した持続可能なまちづくりが求められる。

参考：令和２年国勢調査ベース 国立社会保障・人口問題研究所将来人口推計
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辰野町公共施設等総合管理計画
将来の公共施設等の更新費用の推計
・公共建築物やインフラ施設の老朽化が進んでおり、今後施設の維持修繕・更新に係る費用
の負担が大きくなることが試算されている。
・高齢化の進行に伴い生産年齢人口が減少することから、自主財源の柱である町税の減収、
高齢化に伴う扶助費等の義務的経費の増加が予測されている。

3

現保有施設の複合化や集約化等により、保有総量の維持・縮減に取り組むとともに、
国県による財政的支援や技術的支援の活用、町債の適正な運用と交付税措置のある
有利な起債の活用などにより、財源の確保を図る必要がある。

出展：辰野町公共施設等総合管理計画



都 市 計 画 の 概 要
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都市計画制度の位置づけ

出典：国土交通省HP 「都市計画制度の位置づけ」
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都市計画とは
【都市計画制度の構造】

出典：国土交通省HP 「都市計画制度の位置づけ」
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都市計画とは
【都市計画制度の構成】

区域マス

市町村マス

出典：みらいに向けたまちづくりのために（国土交通省）（令和３年７月）

出典：国土交通省HP 「都市計画制度の位置づけ」
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8

【関連する計画・施策等】

①まちづくり全体
・市町村の総合計画
・市町村都市計画マスタープラン
・立地適正化計画
・都市計画区域マスタープラン
・地方版総合戦略
・流域水害対策計画等

②分野別
・地域公共交通計画 ・中心市街地活性化基本計画
・住生活基本計画 ・空家等対策計画
・医療・福祉
医療計画 介護保険事業計画
高齢者居住安定確保計画 地域福祉計画
・子ども・子育て支援事業計画
・こども計画
・教育振興基本計画 ・公共施設等総合管理計画
・インフラ長寿命化計画
・農業・林業
農業振興地域整備計画 地域森林計画 森林整備計画
農業地域計画
・緑の基本計画
・低炭素まちづくり計画
・地方公共団体実行計画（地球温暖化対策推進法）
・地域防災計画
・河川整備計画
・連携中枢都市圏ビジョン、定住自立圏共生ビジョン
・国土利用計画、土地利用構想、管理構想 等

都市計画制度に関連する計画等



都市計画とは
【都市計画法第４条第１項】

都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画で、
次章の規定に従い定められたものをいう。

２ この法律において「都市計画区域」とは次条の規定により指定された区域を、「準都市計画区域」とは第五条の二の
規定により指定された区域をいう。
３ この法律において「地域地区」とは、第八条第一項各号に掲げる地域、地区又は街区をいう。
４ この法律において「促進区域」とは、第十条の二第一項各号に掲げる区域をいう。
５ この法律において「都市施設」とは、都市計画において定められるべき第十一条第一項各号に掲げる施設をいう。
６ この法律において「都市計画施設」とは、都市計画において定められた第十一条第一項各号に掲げる施設をいう。
７ この法律において「市街地開発事業」とは、第十二条第一項各号に掲げる事業をいう。
８ この法律において「市街地開発事業等予定区域」とは、第十二条の二第一項各号に掲げる予定区域をいう。
９ この法律において「地区計画等」とは、第十二条の四第一項各号に掲げる計画をいう。

１０ この法律において「建築物」とは建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に定める建築物を、
「建築」とは同条第十三号に定める建築をいう。

１１ この法律において「特定工作物」とは、コンクリートプラントその他周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれがあ
る工作物で政令で定めるもの（以下「第一種特定工作物」という。）又はゴルフコースその他大規模な工作物で政令で
定めるもの（以下「第二種特定工作物」という。）をいう。

１２ この法律において「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土
地の区画形質の変更をいう。
１３ この法律において「開発区域」とは、開発行為をする土地の区域をいう。
１４ この法律において「公共施設」とは、道路、公園その他政令で定める公共の用に供する施設をいう。

１５ この法律において「都市計画事業」とは、この法律で定めるところにより第五十九条の規定による認可又は承認を
受けて行なわれる都市計画施設の整備に関する事業及び市街地開発事業をいう。
１６ この法律において「施行者」とは、都市計画事業を施行する者をいう。
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都市計画区域とは
【都市計画法第５条】

（都市計画区域）
第五条 都道府県は、市又は人口、就業者数その他の事項が政令で定める要件に該当する町村の中心の市街地を含
み、かつ、自然的及び社会的条件並びに人口、土地利用、交通量その他国土交通省令で定める事項に関する現況及
び推移を勘案して、一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必要がある区域を都市計画区域とし
て指定するものとする。この場合において、必要があるときは、当該市町村の区域外にわたり、都市計画区域を指
定することができる。

（都市計画区域に係る町村の要件）
第二条 法第五条第一項（同条第六項において準用する場合を含む。）の政令で定める要件は、次の各号の一に掲
げるものとする。
一 当該町村の人口が一万以上であり、かつ、商工業その他の都市的業態に従事する者の数が全就業者数の五十
パーセント以上であること。
二 当該町村の発展の動向、人口及び産業の将来の見通し等からみて、おおむね十年以内に前号に該当することと
なると認められること。
三 当該町村の中心の市街地を形成している区域内の人口が三千以上であること。
四 温泉その他の観光資源があることにより多数人が集中するため、特に、良好な都市環境の形成を図る必要があ
ること。
五 火災、震災その他の災害により当該町村の市街地を形成している区域内の相当数の建築物が滅失した場合にお
いて、当該町村の市街地の健全な復興を図る必要があること。

【都市計画法施行令第２条】
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準都市計画区域とは
【都市計画法第５条の２】

（準都市計画区域）
第五条の二 都道府県は、都市計画区域外の区域のうち、相当数の建築物その他の工作物（以下「建築
物等」という。）の建築若しくは建設又はこれらの敷地の造成が現に行われ、又は行われると見込まれ
る区域を含み、かつ、自然的及び社会的条件並びに農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法
律第五十八号）その他の法令による土地利用の規制の状況その他国土交通省令で定める事項に関する現
況及び推移を勘案して、そのまま土地利用を整序し、又は環境を保全するための措置を講ずることなく
放置すれば、将来における一体の都市としての整備、開発及び保全に支障が生じるおそれがあると認め
られる一定の区域を、準都市計画区域として指定することができる。
２ 都道府県は、前項の規定により準都市計画区域を指定しようとするときは、あらかじめ、関係市町
村及び都道府県都市計画審議会の意見を聴かなければならない。
３ 準都市計画区域の指定は、国土交通省令で定めるところにより、公告することによつて行う。
４ 前三項の規定は、準都市計画区域の変更又は廃止について準用する。
５ 準都市計画区域の全部又は一部について都市計画区域が指定されたときは、当該準都市計画区域は、
前項の規定にかかわらず、廃止され、又は当該都市計画区域と重複する区域以外の区域に変更されたも
のとみなす。

この規定により、指定されている「準都市計画区域」
は、長野県内では飯田市の「大平地区」のみである。
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都市計画で定めるもの
都市計画では、以下の事項を定めます。

①都市計画区域の整備，開発及び保全の方針（法第６条の２）（通称、「区域マス」
「県マス」）
②区域区分（市街化区域・市街化調整区域の区分，法第７条）
③都市再開発方針等（次の４種類の方針，法第７条の２）

（1）都市再開発の方針 （2）住宅市街地の開発整備の方針
（3）拠点業務市街地の開発整備の方針 （4）防災街区整備方針

④地域地区（次の22種類の地域地区，法第8条）
（1）用途地域 （2）特別用途地区 （3）特定用途制限地域
（4）特例容積率適用地区 （5）高層住居誘導地区
（6）高度地区 （7）高度利用地区 （8）特定街区
（9）都市再生特別地区 （10）防火地域又は準防火地域
（11）特定防災街区整備地区 （12）景観地区
（13）風致地区 （14）駐車場整備地区 （15）臨港地区
（16）歴史的風土特別保存地区
（17）第一種・第二種歴史的風土保存地区
（18）緑地保全地域・特別緑地保全地区・緑化地域
（19）流通業務地区 （20）生産緑地地区
（21）伝統的建造物群保存地区
（22）航空機騒音障害防止地区又は航空機騒音障害防止特別地区

⑤促進区域（市街地再開発促進区域など４種類，法第10条の２）
⑥遊休土地転換利用促進地区（法第10条の３）
⑦被災市街地復興推進地域（法第10条の4）
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都市計画で定めるもの
⑧都市施設（次の11種類の都市施設，法第11条）

（1）道路，都市高速鉄道，駐車場，自動車ターミナルその他の交通施設
（2）公園，緑地，広場，墓園その他の公共空地
（3）水道，電気供給施設，ガス供給施設，下水道，汚物処理場，ごみ焼却場その他の

供給施設又は処理施設
（4）河川，運河その他の水路
（5）学校，図書館，研究施設その他の教育文化施設
（6）病院，保育所その他の医療施設又は社会福祉施設
（7）市場，と畜場又は火葬場
（8）一団地の住宅施設
（9）一団地の官公庁施設
（10）流通業務団地
（11）一団地の津波防災拠点市街地形成施設

⑨市街地開発事業（次の7種類の都市計画事業，法第12条）
（1）土地区画整理事業 （2）新住宅市街地開発事業
（3）工業団地造成事業 （4）市街地再開発事業
（5）新都市基盤整備事業 （6）住宅街区整備事業
（7）防災街区整備事業

⑩市街地開発事業等予定区域（6種類の事業予定区域，法第12条の2）
⑪地区計画等（次の5種類の地区計画等，法第12条の4）

（1）地区計画 （2）防災街区整備地区計画
（3）歴史的風致維持向上地区計画 （4）沿道地区計画 （5）集落地区計画

13



用途地域とは
【用途地域のイメージ（都市計画法第９条）】

出典：国土交通省HP 土地利用制度
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用途地域とは
【辰野町の用途地域】

出典：信州くらしのマップ
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辰野町では、13用途

地域のうち、「準住居
地域」「田園住居地
域」以外の11用途地
域が指定されている。



特定用途制限地域とは
【都市計画法第９条第１５項）】

出典：国土交通省HP 土地利用制度
16

１５ 特定用途制限地域は、用途地域が定められてい
ない土地の区域（市街化調整区域を除く。）内において、
その良好な環境の形成又は保持のため当該地域の特性に
応じて合理的な土地利用が行われるよう、制限すべき特
定の建築物等の用途の概要を定める地域とする。

【建築基準法第４９条の２】

（特定用途制限地域）
第四十九条の二 特定用途制限地域内における建築物の
用途の制限は、当該特定用途制限地域に関する都市計画
に即し、政令で定める基準に従い、地方公共団体の条例
で定める。



都市計画とは
【都市計画制度の構造】

出典：みらいに向けたまちづくりのために（国土交通省）（令和３年７月）

出典：国土交通省HP 「都市計画制度の位置づけ」
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建物とは
【建築基準法第２条第１号】

（用語の定義）
第二条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義
は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一 建築物 土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱
若しくは壁を有するもの（これに類する構造のものを含
む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工
作物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、
店舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及
び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨こ
線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類
する施設を除く。）をいい、建築設備を含むものとする。
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建物の建築制限
【建築基準法第２７条、第４８条、別表第２】

出典：国土交通省HP 土地利用制度
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建物の建築制限
【建築基準法第５２条、第５３条】

出典：国土交通省HP 土地利用制度

赤枠は一般的な指定状況

20



建物の建築制限
【建築基準法第５５条、第５６条】

出典：国土交通省HP 土地利用制度
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開発許可制度とは
【規制対象規模 都市計画法第２９条】

出典：国土交通省HP 都市の緑化
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都市計画基礎調査とは
【都市計画法第６条】

出典：国土交通省HP 都市の緑化
23

（都市計画に関する基礎調査）
第六条 都道府県は、都市計画区域について、おおむね五年ごとに、都市計
画に関する基礎調査として、国土交通省令で定めるところにより、人口規模、
産業分類別の就業人口の規模、市街地の面積、土地利用、交通量その他国
土交通省令で定める事項に関する現況及び将来の見通しについての調査を
行うものとする。
２ 都道府県は、準都市計画区域について、必要があると認めるときは、都
市計画に関する基礎調査として、国土交通省令で定めるところにより、土地
利用その他国土交通省令で定める事項に関する現況及び将来の見通しについ
ての調査を行うものとする。
３ 都道府県は、前二項の規定による基礎調査を行うため必要があると認め
るときは、関係市町村に対し、資料の提出その他必要な協力を求めることが
できる。
４ 都道府県は、第一項又は第二項の規定による基礎調査の結果を、国土交
通省令で定めるところにより、関係市町村長に通知しなければならない。
５ 国土交通大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、
都道府県に対し、第一項又は第二項の規定による基礎調査の結果について必
要な報告を求めることができる。



都市計画事業とは
【都市計画法第５９条】

（施行者）
第五十九条 都市計画事業は、市町村が、都道府県知事
（第一号法定受託事務として施行する場合にあつては、
国土交通大臣）の認可を受けて施行する。

都市計画決定された施設を整備する場合には、事業
認可が必要となる。一般的には道路、下水道がこれ
に該当する場合が多い。

ただし、これは都市計画施設のうち、都市計画に関
する補助金を活用する場合であって、通常の道路整
備などは、道路整備に関する補助金を活用するので、
道路に関する事業認可を受けて実施する。
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都市計画事業とは
【都市計画決定から事業完了までの流れ】

出典：国土交通省HP 都市施設計画
25



新たな都市計画制度
【グリーンインフラとは】

出典：国土交通省HP 都市の緑化
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新たな都市計画制度
【分野横断的なグリーンインフラの取り組みイメージ】

出典：国土交通省HP 都市の緑化
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新たな都市計画制度
【グリーンインフラ推進戦略 今後の施策の方向性】

出典：国土交通省HP
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新たな都市計画制度
【グリーンインフラ活用型都市構築支援事業の基本的な立て付け】

出典：国土交通省HP

29



新たな都市計画制度
【まちづくりデジタルトランスフォーメーション】

出典：国土交通省HP

まちづくりデジタルトランスフォーメーション（まちづくりDX）とは①持続可能な都市経

営、②一人一人により添うまち、③機動的で柔軟な都市設計が基本で、スマートシティ
に似た考え方。
今後、地方でも取り組みが必要となる可能性が高い。
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都市計画マスタープランとは
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●都市計画法第１８条の２に規定する

｢市町村の都市計画に関する基本的な方針｣

●基本方針を定める際には

①総合計画（町）、区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ（県）に即す

②住民の意見を反映させる

③遅滞なく、これを公表する

●市町村が定める都市計画は、基本方針（総

合計画基本構想）に即したものでなければ

ならない

市町村都市計画マスタープランとは

32



都市計画マスタープランの位置づけ
【計画の位置づけ】

辰野町第６次総合計画

国土利用計画（辰野町計画）

辰野町国土強靭化地域計画
（総合計画内に併記）

辰野町地球温暖化防止実行計画（区域施策編）
辰野町地球温暖化防止実行計画（事務事業編）

辰野町環境基本計画

辰野町都市計画マスタープラン

辰野町立地適正化計画

上伊那圏域都市計画区
域の整備、開発及び保

全の方針

福祉関係、学校教
育関係、農業振興
関係、森林関係、
移住定住関係等、
各種計画

景観計画 道路整備計画
公共交通計画 上下水道計画

空き家対策計画 公共施設等総合管理計画
長寿命化修繕計画（個別計画） 等

都市計画に関する基本的
な方針等を定めた、まち
づくりの指針となる計画

コンパクトなまちづくり
に取り組むための計画
＜都市マスの高度化版＞

連携

即す

連携即す

即す

即す

即す

即す即す

即す

即す

即す
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市町村都市計画マスタープランとは
【都市計画マスタープランに示すことが望ましい事項】

①全体構想（目指すべき都市像とその実現のため
の主要課題、課題に対応した整備方針等）

具体的には、
①用途地域等の地域地区

②都市施設

③市街地開発事業に関する都市計画の前提となる都市構造・都市空間

④これと密接な関連を有する交通体系の整備の考え方

⑤土地利用

⑥施設整備等の方針

⑦都市内の自然的環境の保全その他の良好な都市環境の形成

⑧都市景観形成等の指針

を明らかにすることが望ましい。また、準都市計画区域について、
区域内における土地利用の整序又は環境の保全の考え方を明らか
にすることも考えられる。
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市町村都市計画マスタープランとは
【都市計画マスタープランに示すことが望ましい事項】

②地域別構想（あるべき市街地像等の地域
像、実施されるべき施策）

全体構想に示された整備の方針等を受け、
①地域の特性に応じ誘導すべき建築物の用途・形態
②地域の課題に応じ地域内に整備すべき諸施設
③円滑な都市交通の確保
④緑地空間のグリーンインフラとしての機能の評価と保
全・創出、空地の確保
⑤景観形成のため配慮すべき事項等の方針を明らかにす
ることが望ましい。
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市町村都市計画マスタープランとは

住民に最も近い立場にある市町村が、主
体的にその創意工夫のもと策定

住民の意見を反映させるために必要な
措置を講じる

まちづくりの具体性ある将来ビジョンを
確立し、地区別のあるべき「まち」の姿を
定める

【策定する際には】
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【辰野町都市計画マスタープラン】

 まちづくりの目標

人と自然が調和し、暮らしやすい環境を創造するまちづくり

37

 将来フレーム

平成22年（2010年） ２３，５００人

平成32年（2020年） 23,500人

令和２年（２０２０年）国勢調査実績人口

18,399人

 計画基準年

平成１３年（2001年）

 目標年

平成32年（2020年）



【辰野町都市計画マスタープラン

38

 辰野町都市計画マスタープランの構成



【辰野町都市計画マスタープラン】
 将来都市構造

将来都市構造は、都市
の骨格的要素を「拠点」、
「軸」、「ゾーン」として捉
え、辰野町の将来の図
型をイメージ的に示す
ものです。
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【辰野町都市計画マスタープラン】
 地域別構想

地域別構想は、全体構想の
まちづくりの方針を基に、地
域の個性た特性を取り入れ
ながらまちづくりの内容を
より具体化するもので、地域
住民の参加による身近なま
ちづくりを進めていくため
の方針として定めます。

本町では、市街地地域、東
部地域、西部地域、北部地域
の４地域の地域別構想を策
定しています。
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立地適正化計画とは

41



 都市再生特別措置法第８１条に規定

「市町村は、住宅及び都市機能増進施設の立
地の適正化を図るための計画を作成すること
ができる。」（略）

 無秩序に拡大した都市を人口に見合う適正
な都市規模とするため、行政・市民・民間事
業者が一体となって、コンパクトなまちづく
りに取り組み、持続可能な地域社会を形成
していくための計画

立地適正化計画とは
出典：国土交通省資料
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 コンパクト・プラス・ネットワーク

人口減少・高齢化が進む中、特に
地方都市においては、地域の活力
を維持するとともに、医療・福祉・
商業等の生活機能を確保し、誰も
が安心して暮らせるよう、地域公
共交通と連携して、コンパクトなま
ちづくりを進めること。

立地適正化計画とは
出典：国土交通省資料
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立地適正化計画とは
【計画の位置づけ】

44

辰野町第６次総合計画

国土利用計画（辰野町計画）

辰野町国土強靭化地域計画
（総合計画内に併記）

辰野町地球温暖化防止実行計画（区域施策編）
辰野町地球温暖化防止実行計画（事務事業編）

辰野町環境基本計画

辰野町都市計画マスタープラン

辰野町立地適正化計画

上伊那圏域都市計画区
域の整備、開発及び保

全の方針

福祉関係、学校教
育関係、農業振興
関係、森林関係、
移住定住関係等、
各種計画

景観計画 道路整備計画
公共交通計画 上下水道計画

空き家対策計画 公共施設等総合管理計画
長寿命化修繕計画（個別計画） 等

都市計画に関する基本的
な方針等を定めた、まち
づくりの指針となる計画

コンパクトなまちづくり
に取り組むための計画
＜都市マスの高度化版＞

連携

即す

連携即す

即す

即す

即す

即す即す

即す

即す

即す



１．都市全体を見渡したマスタープラン

居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導

により、都市全域を見渡した計画として位置づけられる市町村都市マス

の高度化版。

２．都市計画と公共交通の一体化

居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと

地域交通の再編との連携により、『コンパクトシティ・プラス・ネットワー

ク』のまちづくりを進める。

３．都市計画と民間施設誘導の融合

民間施設の整備に対する支援や立地を緩やかに誘導する仕組みを用意

し、インフラ整備や土地利用規制など従来の制度と立地適正化計画との

融合による新しいまちづくりが可能になる。

立地適正化計画とは
【立地適正化計画の役割】

出典：国土交通省資料
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４．市町村の主体性と都道府県の広域調整

計画の実現には、隣接市町村との協調･連携が重要。都道府県は、立地適
正化計画を作成している市町村の意見に配慮し、広域的な調整を図るこ
とが期待される。

５．市街地空洞化防止のための選択肢

居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールできる、市街地空洞化防
止のための新たな選択肢として活用することが可能。

立地適正化計画とは
【立地適正化計画の役割】

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料
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立地適正化計画とは
【立地適正化計画制度のイメージ】

国土交通省資料を参考

※区域区分が定められていない都市計画区域

47

拡大傾向にある都市
（衛星都市的な土地利用も見られる）

今後、高齢社会の到来により、移動
が困難となる高齢者が増加する

既存の都市を計画的にコンパクトにする
（衛星都市的な土地利用は公共交通でつなぐ）

居住と生活と関連の深い施設をコンパクトにまとめ
たうえで、公共交通等で移動を確保する



立地適正化計画とは
【関係施策との連携】

国土交通省資料を参考

 コンパクトシティ形成に向けた取組は、公共交通の充実、公共施設の再
編、国公有財産の最適利用、医療・福祉、中心市街地活性化等のまちづく
りに関わる様々な関係施策と連携を図り、それらの関係施策・計画との
整合性や相乗効果等を考慮しつつ、総合的に検討することが必要です。

 また、当制度における誘導施設は、新しい仕組みです。例えば、従来から
の用途地域の仕組みは、いわば「pull型」で、13類型から選択すれば具
体の立地は「お任せ」である一方、当制度は、立地させたい施設を「選ん
で」記述し誘導する、いわば「push型」です。そのため、医療・福祉、地域
経済などの他分野と連携し、各分野の施設の立地の動向や方向性の共
有無くては、誘導施設は設定できません。

 そのためには、他の担当部局等はもちろん、誘導施設を整備する民間事
業者、交通事業者等の様々な関係者が参画する協議会を設置するなど、
都市計画部局と他部局等が連携して、都市が抱える課題・ターゲットを
共有して、解決に取り組んでいくことが重要です。
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立地適正化計画とは

【①連携イメージ】

国土交通省資料

【関係施策との連携】
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立地適正化計画とは

【②公共交通施策との連携】

国土交通省資料

【関係施策との連携】
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立地適正化計画とは

【③医療・福祉施策との連携】

国土交通省資料

【関係施策との連携】

 立地適正化計画による居住や都市機能の誘導に合わせて福祉・医療政策を展開することに
よって、より多くのまとまった地域において効果的・効率的な福祉・医療サービスを住民に提
供することが重要。

 医療や介護など様々な生活支援サービスが日常生活圏域で適切に提供されるコンパクトなま
ちを目指すことが重要。
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立地適正化計画とは

【④都市農業施策との連携】

国土交通省資料

【関係施策との連携】

 都市の景観形成や防災性の向上、多様なレクリエーションや自然とのふれあいの場とし
ての多様な役割を果たすことが期待される市街地周辺の農地等については、農業振興
施策と都市計画との連携等により保全することが重要。

 都市計画区域内の農
地等は、都市に残され
た貴重な緑の資源と
して保全すべきであ
り、コンパクト シティ
の形成にあたっては、
居住誘導区域外にお
いて農業振興施策等
との連携を検討する
など、地域全体に目配
りをした施策が重要。
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立地適正化計画とは

【⑤公共施設再編施策との連携】

国土交通省資料

【関係施策との連携】
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立地適正化計画とは

【⑥防災施策との連携】

国土交通省資料

【関係施策との連携】

 コンパクトシティの形成への取組は、河川管理者、下水道管理者等との連携により、災害
リスクの低い地域への居住や都市機能の誘導を推進することが重要。

 災害リスクが比較的高いものの、既に都市機能や住宅等が集積している地域については、
災害リスクを軽減するために河川、下水道等の整備を重点的に推進することが重要。
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立地適正化計画とは

【⑦広域連携施策との連携】

国土交通省資料

【関係施策との連携】

 公共交通等のネットワークを介するなどにより、複数市町村による広域的な生活圏や経
済圏が形成されている場合、当該圏域における都市機能（医療・福祉・子育て支援・商業
等）を一定の役割分担の下で連携・整備し、広域的に地域の活性化と効率的な施設配置
を図ることが重要。
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辰野町立地適正化計画策定の必要性

【なぜ必要なのか】
１.まちづくりの課題対策への施策となる
 まちづくりの課題への対策手法のひとつとしてコンパクト・プラス・ネットワークの

実現を目的とした立地適正化計画の策定は有効である。

 この計画は行政の意思を示すための計画であり、罰則等を含む規制を伴うもの

ではないが、都市機能や居住の誘導を促すため一定規模の開発・建築等の行為に

対して届出を求めることにより、誘導施策等の傾向をつかむことが可能となる。

２.国庫補助を得るために、策定が必須とされる計画
 厳しい財政状況の中、国庫補助の活用無くては事業の実施に至ることが困難で

ある。

 一方、国庫補助の必須要件や補助率の嵩上げとして、立地適正化計画の策定を求

められる場合がある。特に、社会資本整備総合交付金の都市構造再編集中支援

事業に関する補助金をより多く受けるためには、策定後の運用を見据えた計画

策定が必要となる。
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辰野町立地適正化計画策定の必要性
【計画策定の方向性①】
人口密度の維持
 人口減少は特に用途地域内が顕

著に表れている。

 主に用途地域及び周辺地域に見

られる医療、商業、福祉、行政等

都市機能の集積地を核として、都

市機能のさらなる誘導を図ると

ともに、これを核とした居住誘導

により、市街地における適正な人

口密度を維持する。
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【2000年人口分布】

【2020年人口分布】



辰野町立地適正化計画策定の必要性
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【2000年人口分布】



辰野町立地適正化計画策定の必要性
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【2010年人口分布】



辰野町立地適正化計画策定の必要性
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【2020年人口分布】



辰野町立地適正化計画策定の必要性

【計画策定の方向性②】
地域コミュニティ維持への配慮

 誘導区域外の地域では、地域

住民が誘導区域から外れた疎

外感などが生まれる可能性が

ある。誘導区域に指定しない理

由について客観的な根拠を示

すことにより、住民に理解を得

られる区域設定を行う。

 また、地域コミュニティの維持

に配慮した町独自の任意拠点

を設定する。
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辰野町立地適正化計画策定の必要性

【計画策定の方向性③～⑤】
③安全・安心して暮らし続けられるまちづくりの推進
 防災指針の策定に際しては、関係機関と連携した総合的な対応に基づいて策定
する。想定される災害の種類や程度によっては、計画期間にすべてを解決するこ
とが難しい場合も想定される。時間軸を十分に意識しつつ事前防災の観点も含
め、災害リスクの低減を図る計画とする。

 さらに、都市機能誘導区域や居住誘導区域以外の区域にも同様にある災害リスク
への対応を行い、全町的な取り組みとして位置づける。

④定量的な数値目標の設定
 計画に実効性を持たせ町民からも達成状況が分かりやすい計画とするため、定
量的な数値目標を設定する。

⑤町民意向の十分な反映とアカウンタビリティ（説明責任）の実施
 町民アンケート調査、ワークショップ、地域説明会などの実施により地域住民の意
向の反映及びアカウンタビリティを果たす。
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計画策定時の役割分担

63

コンサル辰野町

資料解析現況調査に必要な資料の提供

計画策定

概要版作成

計画書の印刷

計画策定に関する協議

アンケート設計

アンケート用紙印刷

封入・発送・回収

データベース化

データ解析

アンケート調査対象者の抽出

アンケート内容に関する協議

パネル内容の企画

パネル準備・印刷
パネル展の掲示場所の確保・掲出・回収

委員会資料の作成

庁内検討委員会・策定委員会・都市計画審議会の設置

日程調整

必要資料の印刷

運営（司会進行、資料説明）

広報原稿の作成
広報紙面の確保

現行の入稿

パブリックコメント用原稿の作成

提出意見への回答作成
ホームページ等でのパブリックコメントの実施

必要資料の作成議会報告

必要資料の作成

必要に応じてヒアリング等への参加

長野県都市・まちづくり課、国土交通省関東地方整備局との調

整



辰野町立地適正化計画の運用
居住誘導区域に関する届け出・勧告
居住誘導区域に関する届出は、市町村が居住誘導区域外における住宅開発等の動きを把握
するための制度です。

64

届出を受けた市町村は、必要に応じて立地の適正化を図る上で必要な勧告が可能です。

居住誘導区域に関する届け出の「要」「不要」の例

立地適正化計画策定の手引き（国土交通省）



辰野町立地適正化計画の運用

65

居住誘導区域に関する届け出の「要」「不要」の例

立地適正化計画策定の手引き（国土交通省）



辰野町立地適正化計画の運用
都市機能誘導区域に関する届け出・勧告
都市機能誘導区域に関する届出は、市町村が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備
の動きを把握するための制度です。
都市機能誘導区域内の誘導施設を休廃止する場合も、届け出が必要です。

66

届出を受けた市町村は、必要に応じて立地の適正化を図る上で必要な勧告が可能です。

居住誘導区域に関する届け出の「要」「不要」の例

立地適正化計画策定の手引き（国土交通省）



辰野町立地適正化計画の運用

67

都市機能誘導区域に関する届け出の「要」「不要」の例

立地適正化計画策定の手引き（国土交通省）
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今後活用が考えられる補助金等
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補助金の活用事例
立地適正化計画に係る支援措置の活用事例（茅野市、駒ヶ根市）

74

▼茅野市（都市構造再編集中支援事業） 小学校・中学校を合築建替え、周辺道路整備他

茅野市永明中学校 茅野市永明小学校 建設中の新校舎(R5年1月)

駒ヶ根駅前広場つくし園（児童発達支援施設）
駒ヶ根市地域交流センター
（赤穂公民館・つくし園）

▼駒ヶ根市（都市再生整備計画事業） 公民館・社会福祉施設の複合型拠点施設整備、駅前広場整備他


